
お問い合わせ・資料請求先は

第91期（中間）ご報告
平成19年4月1日～平成19年9月30日

株式の状況／株主メモ

株式の状況（平成19年9月30日現在）

発行済株式の総数 1,513,184,880株
株主数 50,727名

個人・その他
25,439万株
（16.8％）

金融機関
43,289万株
（28.6％）

その他
国内法人

18,477万株
（12.2％） 外国人・外国法人

61,751万株
    （40.8％）

証券会社
2,360万株
　 （1.6％）

株主メモ

事業年度 毎年4月1日から翌年3月31日まで
剰余金の配当 期末配当金については毎年3月31日現在の株主名簿に記載

された株主に、中間配当金については毎年9月30日現在の
株主名簿に記載された株主にお支払いいたします。
（注）配当金は、支払開始の日から満3年を経過しますと、

定款の規定によりお支払いできなくなりますので、お早
めにお受け取りください。

定時株主総会 毎事業年度終了後4か月以内に開催いたします。
基準日 定時株主総会において議決権を行使することができる株主

は毎年3月31日現在の株主名簿に記載された株主といたし
ます。

株主名簿管理人 住友信託銀行株式会社
同事務取扱場所 東京都千代田区丸の内一丁目4番4号

住友信託銀行株式会社　証券代行部
（郵便物送付先）〒183-8701

東京都府中市日鋼町1番10
住友信託銀行株式会社　証券代行部

（電話照会先） （住所変更等用紙のご請求） 7 0120-175-417
（その他のご照会） 7 0120-176-417

同取次所 住友信託銀行株式会社　本店および全国各支店
公告方法 電子公告の方法により、下記ホームページに掲載いたします。

ただし、事故その他やむを得ない事由が生じた場合は、日本
経済新聞に掲載いたします。
＜http://www.ms-ins.com/company/notification/index.html＞

大株主状況 （上位10名）

株主名 保有株式数（万株）持株比率（％）

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 6,893 4.6
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 6,190 4.1
ステートストリートバンクアンドトラストカンパニー505103 3,598 2.4
ザ チェースマンハッタンバンクエヌエイロンドン 3,465 2.3
日本生命保険相互会社 3,321 2.2
ヒーロー. アンド. カンパニー 3,214 2.1
ザチェースマンハッタンバンクエヌエイロンドンエスエルオムニバスアカウント 2,756 1.8
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口4） 2,458 1.6
ナッツ・クムコ 2,086 1.4
メロンバンクエヌエーアズエージェントフォーイッツクライアントメロンオムニバスユーエスペンション 2,086 1.4

※当社は自己株式10,222万株を保有していますが、上記大株主から除いています。

所有者別分布状況

＜単元未満株式の買取請求および買増請求について＞

単元未満株式の買取請求および買増請求は、上記の株主名

簿管理人の事務取扱場所および取次所にて受け付けています。

ただし、株券保管振替制度をご利用されている場合は、お取

引の証券会社にお問い合わせください。

なお、詳細は株主名簿管理人（70120-176-417）までお問

い合わせください。
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決算データハイライト（単体）
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平成19年度平成18年度平成17年度平成16年度平成15年度 平成19年度平成18年度平成17年度平成16年度平成15年度

平成19年度平成18年度平成17年度平成16年度平成15年度 平成19年度平成18年度平成17年度平成16年度平成15年度

取締役会長

秦　喜秋

取締役社長

江頭　敏明

株主の皆さまへ

株主の皆さまには、日頃より格別のご支援を賜り、厚くお礼申し上げます。

ここに、皆さまの三井住友海上の第91期（平成19年度）上半期における事業の概況と、

三井住友海上グループの活動状況についてご報告申し上げます。
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社長メッセージ

当社では、2007年4月に発表した新しい中期経営

計画『ニューチャレンジ10
テン

』に基づく取組みを、着実

に進めています。

ニューチャレンジ10は、「お客さま基点の品質向上」

を戦略の柱としています。これは、企業品質を向上

させ、お客さまの信頼を得ることによって事業の成

長を実現し、これにより拡大した経営資源をさらな

る品質向上のために投入するという好循環を目指

す、CSR経営の考え方です。ここでは、株主の皆さ

ま・お客さまなどステークホルダーの声に耳を傾け

て業務の改善に活用していくことを、重要視していま

す。同時に、コーポレートメッセージ「一人ひとり一

つひとつを 大切に。」を定め、あらゆる場面でお客さ

まの保護・利便を図っていくことを、私たち三井住友

海上グループ役職員全員の決意としています。

この計画のもと、お客さまとの接点がある場面を

中心に、さまざまな品質向上に取り組んでいます。

例えば、保険商品の内容がお客さまにとってよりわ

かりやすいものとなるよう、さまざまな専門家のご意

見をいただいたり、保険販売に直接携わる代理店や

社員の声を聞いたりしながら、商品の見直しを続け

ています。また、保険金をお支払いする際には請求

していただける保険金をお客さまに漏れなくご案内

し、また保険金のお支払いを済ませた事案について

も自主点検を行うなど、公平かつ公正、迅速な保険

金支払業務の実現にも積極的に取り組んでいます。

このほかにも、企業としての品質向上の原動力とな

る代理店や社員の成長のため、教育環境の充実や

インフラの向上にも努めています。

品質向上の取組みについて

取締役社長

江頭　敏明

さらなる
品質向上
さらなる
品質向上

成長成長

品質品質
活動の始点活動の始点

信頼信頼

一人ひとり一つひとつを　大切に。

今年の中間決算は、当社単独の業績としては、正味

収入保険料がわずかに増収したものの、企業品質向

上に向けた各種取組みに経営資源を投入したことな

どから、中間純利益は減益となりました。また、当社

グループ連結の業績は、海外事業が好調であったこと

などを反映して増収となり、中間純利益305億円を確

保しました。これらの業績を勘案して、中間配当金とし

て、1株当たり7円をお支払いすることを決定しました。

中間決算の概要について

ニューチャレンジ10は、三井住友海上グループが

2010年度までに達成すべき具体的な目標も掲げて

います。これらの目標を達成するうえでは、グループ

事業戦略をダイナミックに展開し、それぞれの事業

における成長を加速していく必要があることから、

当社では、来年度（2008年度）から持株会社体制に

移行することを計画しています※。

まず、当社を完全子会社とする持株会社を設立し

て、この持株会社が、グループ全体の経営管理、リス

ク管理、コンプライアンス態勢の強化などを指揮し

ます。同時に、経営資源の配分などグループ全体の

経営戦略も、持株会社が定める体制とします。この

ように、グループ内の会社がそれぞれの事業に専念

できる体制を整えることにより、ニューチャレンジ10

の目標達成をより確かなものにしていきます。

※持株会社体制への移行は、株主総会の承認をいただくな
ど所定の手続が満たされることが条件となっています。

ニューチャレンジ10の実現に向けて
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CSR経営の実現に向けた取組み

CSR

今年度スタートした中期経営計画「ニューチャレンジ10」の中で、「品質向上、信頼、成
長」の好循環を生み出すことによって7つのステークホルダーへの責任を果たすことを明
確にし、具体的な行動に移しています。
まず、「お客さま基点」の取組みができていなかったことが、行政処分を受け、お客さま
の信頼を失う原因であったことを反省し、毎年7月を「企業品質の月」と定めました。これ
までに、自主的な職場ミーティング、勉強会、交通事故防止をテーマとした映画の上映
会などを各地で開催しており、参加者はそれぞれ、信頼回復の取組みを継続すること
の重要性をあらためて確認しました。
また、毎年発行している「CSRレポート」のラインナップに、個人のお客さま向けの小
冊子（12ページ）を加えました。これは、お客さまの声をもとに品質向上を進めてきた当
社の取組みを、わかりやすく解説したものです。通常のCSRレポートも、テーマを絞って
読みやすい内容にあらため、9月に発行しました。

※ご希望の方には、レポートをお送りいたしますので、右の連絡先までお知らせください。

三井住友海上火災保険株式会社
経営企画部・CSR推進室
E-mail: aaa703_csr@ms-ins.net

コーポレート・ガバナンス体制

TOPICS

取締役会や監査役会の機能強化、積極的な情報開示など
を通じてガバナンスの向上に取り組んでいます。また、迅速な
意思決定と適切なモニタリングを両立させるため執行役員制
度を導入し、グループ全体の経営重要事項の決定およびその
監督を担う「取締役（会）」と執行責任を負う「執行役員」との
役割分担を明確化しています。
本年6月の定時株主総会では、社外取締役を3名から4名

に増員し、現在、取締役会には社外監査役を含め7名の社外
役員が参画しています。また、取締役会の内部委員会として、
役員等の重要な人事について取締役会に助言する「人事委
員会」など3つの委員会を設置し、いずれも委員長および委員
の過半数を社外取締役としています。これらにより、透明性の
高い経営管理体制を構築しておりますが、引き続き、持株会
社体制への移行※などグループ全体のガバナンス体制強化に
向けて取り組んでまいります。 ※持株会社体制への移行は、株主総会の承認をいただくなど所定の

手続が満たされることが条件となっています。

株主総会

監査役会

選任

選任

［内部監査部門］

報告

報告

報告

監査

選任・監督

選任選任

監査

会
計
監
査
人

監
査

報
告

本部・部支店 業務監査部

業務執行

経営意思決定・監督

経営会議
会長、社長、副社長執行役員、専務執行役員、
常務執行役員（本社部門担当）

含む取締役兼務者

執行役員：35名

課題別委員会
・リスク管理委員会
・情報開示委員会
・CSR委員会　　　他

監査役
社内監査役（常勤）  ：2名
社外監査役（非常勤）：3名

取締役会
取締役：13名

（うち社外取締役：4名）

人事委員会 報酬委員会 監査委員会

当社のコーポレート・ガバナンス体制（平成19年9月30日現在）

お客さまの声を活かし保険証券
郵送用封筒のデザインを一新

「封筒が他の郵便物に紛れて、保険証券が届いたこ
とが分かりにくい。」など、アンケートなどに寄せられたお
客さまの声に応え、一般消費者へのモニターテストを
経て、本年6月から証券封筒のデザインを一新しました。
新しいデザインは、お客さまに重要な郵便物である

ことが一目でわかるよう、背景や文字の色を変え、文
字は大きくし文字数を減
らすなど、メリハリを付
けました。また、薄手の
材質を使い、手触りに
もこだわっています。 親 展 重 要

料金後納郵便 

営業事務部 〒270-1381 千葉県印西市大塚2-2-1

印鑑、筆記用具の不要な
契約内容確認システムを開発

自動車保険の申込みの際の契約内容の確認を、ペー
パーレス、印鑑レスで行う新システム（「電子計上シス
テム」）を開発しました。お客さまにとっては、印鑑や
筆記用具をご用意いただく必要がなくなり、また、代
理店に対しては、お申込み内容をPCの画面上にわか
りやすく表示することで、お
客さまへの適正な説明をサ
ポートしています。このシス
テムをさらに普及させ、契
約手続のスタンダードとし
ていきます。

上海支店を現地法人化

本年7月に、中国の保険当局より、当社の上海支店
を現地法人に改組する認可を取得しました。今後は、
他の主要都市に支店展開をして、お客さまの多様なニ
ーズにより適合したサービスを提供していきます。す
でに現地法人（当社全額出資）の設立も完了しており、
年内に現地法人としての営業を開始する予定です。

女子柔道部、女子陸上競技部の
選手が大活躍

女子柔道部は、全日本実業柔道団体対抗大会（本年
6月）で準優勝し、全日本実業柔道個人選手権大会（8
月）で上野順恵選手（2年ぶり4度目）、清水千晶選手
（初）が優勝するなど、活躍が続いています。
女子陸上競技部は、

東日本実業団対抗女子
駅伝競走大会（11月）で
大会史上初の8連覇を
達成。また土佐礼子選
手が世界陸上大阪大
会・女子マラソン（9月）
で銅メダルを獲得し、
北京オリンピック・女子
マラソン日本代表に内
定しました。
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中間連結財務諸表の要旨中間連結財務諸表の要旨

第90期 第91期科　目 （平成18年9月30日現在）（平成19年9月30日現在）

資産の部

現金及び預貯金

コールローン

買入金銭債権

金銭の信託

有価証券

貸付金

有形固定資産

無形固定資産

その他資産

繰延税金資産

支払承諾見返

貸倒引当金

資産の部合計

負債の部

保険契約準備金

社債

その他負債

退職給付引当金

役員退職慰労引当金

賞与引当金

価格変動準備金

繰延税金負債

支払承諾

負債の部合計

純資産の部

株主資本

資本金

資本剰余金

利益剰余金

自己株式

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

繰延ヘッジ損益

為替換算調整勘定

少数株主持分

純資産の部合計

負債及び純資産の部合計

351,614

21,500

92,506

59,022

7,045,429

795,448

257,601

93,048

448,466

5,422

1,296

△ 6,921

9,164,435 

5,976,428 

99,999 

252,998 

80,029 

2,944 

9,454 

28,323 

509,672 

1,296 

6,961,147 

773,813

139,595

93,149 

632,593

△ 91,524

1,415,094

1,395,223

△ 4,994

24,864

14,379

2,203,287 

9,164,435

287,729

28,600

86,436

55,254

6,587,977

790,817

254,482

70,770

395,585

4,685

1,581

△9,609

8,554,309

5,697,329

99,997

233,144

82,352

ー

8,829

25,185

425,053

1,581

6,573,475

754,157

139,595

93,134

599,027

△77,600

1,219,763

1,219,614

△4,221

4,370

6,914

1,980,834

8,554,309

第90期 第91期
科　目 平成18年4月1日から0 平成19年4月1日から0（平成18年9月30日まで） （平成19年9月30日まで）
経常収益

保険引受収益

（うち正味収入保険料）

（うち収入積立保険料）

（うち生命保険料）

資産運用収益

（うち利息及び配当金収入）

（うち有価証券売却益）

その他経常収益

経常費用

保険引受費用

（うち正味支払保険金）

（うち損害調査費）

（うち諸手数料及び集金費）

（うち満期返戻金）

（うち生命保険金等）

資産運用費用

（うち有価証券売却損）

（うち有価証券評価損）

営業費及び一般管理費

その他経常費用

経常利益

特別利益

特別損失

税金等調整前中間純利益

法人税及び住民税等

法人税等調整額

少数株主利益

中間純利益

中間連結貸借対照表の要旨
（単位：百万円）

中間連結損益計算書の要旨
（単位：百万円）

1,069,639

998,764

(762,168)

(126,262)

(78,568)

68,584 

(77,146)

(13,881)

2,291

1,017,386

877,533

(411,522)

(32,140)

(130,465)

(175,661)

(10,185)

7,423 

(2,837)

(2,857)

129,092

3,337

52,253

2,886

5,025

50,114

23,531

△ 8,799 

599

34,784

1,081,892 

1,005,197 

(797,399) 

(101,448) 

(77,173) 

73,865 

(85,813) 

(13,515) 

2,829 

1,035,624 

884,034 

(428,243) 

(37,893) 

(126,679) 

(145,884) 

(14,481) 

8,203 

(1,718) 

(3,707) 

139,497 

3,887 

46,268 

794 

3,444 

43,618 

18,664 

△ 5,918 

341 

30,530 

第90期 第91期
科　目 平成18年4月1日から0 平成19年4月1日から0（平成18年9月30日まで） （平成19年9月30日まで）
Ⅰ．営業活動によるキャッシュ・フロー

Ⅱ．投資活動によるキャッシュ・フロー

Ⅲ．財務活動によるキャッシュ・フロー

Ⅳ．現金及び現金同等物に係る換算差額

Ⅴ．現金及び現金同等物の増加額

Ⅵ．現金及び現金同等物期首残高

Ⅶ．現金及び現金同等物中間期末残高

中間連結キャッシュ・フロー計算書の要旨
（単位：百万円）

129,626

△188,924 

△14,547 

950

△72,895 

386,179

313,284

126,281 

△ 139,219 

△ 12,671 

5,585 

△ 20,024 

365,350 

345,326 

中間連結株主資本等変動計算書の要旨
第91期（平成19年4月1日から平成19年9月30日まで） （単位：百万円）

平成19年3月31日残高

中間連結会計期間中の変動額

剰余金の配当

中間純利益

自己株式の取得

自己株式の処分

株主資本以外の項目の中間連結会計期間中の変動額（純額）

中間連結会計期間中の変動額合計

平成19年9月30日残高

139,595

―

139,595

93,138

10

10

93,149

613,352

△ 11,289

30,530

19,241

632,593

△91,142

△ 400

19

△ 381

△ 91,524

754,943

△ 11,289

30,530

△ 400

29

18,869

773,813

1,402,879

△ 7,655

△ 7,655

1,395,223

△4,577

△ 416

△ 416

△ 4,994

15,368

9,495

9,495

24,864

14,261

117

117

14,379

2,182,877

△ 11,289

30,530

△ 400

29

1,540

20,410

2,203,287

評価・換算差額等株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 その他有価証券
評価差額金 繰延ヘッジ損益 為替換算

調整勘定
少数株主持分 純資産合計
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単体中間財務諸表の要旨決算の概況（単体）

保険引受の概況

正味収入保険料
保険引受収益のうち正味収入保険料は、前年同期に比べて29億円、0.4%増加し、

6,686億円となりました。

正味支払保険金
保険引受費用のうち正味支払保険金は、前年同期に比
べて95億円増加し、3,817億円となりました。また、正
味損害率は前年同期に比べて1.9ポイント増加し、
62.3%となりました。

保険引受に係る事業費
保険引受に係る営業費及び一般管理費については983
億円と、前年同期に比べて24億円増加し、正味事業費
率は前年同期に比べて0.1ポイント増加し、30.7%とな
りました。

資産運用の概況

利息及び配当金収入は、株式配当金の増加などから前年同期を49億円上回る704億円となりましたが、有価証券売却益お
よび有価証券償還益が減少したことなどから、資産運用収益は前年同期を4億円下回る552億円となりました。一方、資産
運用費用は、前年同期を20億円上回る71億円となりました。

損益の概況

保険引受利益
正味収入保険料から正味支払保険金及び保険引受に係る事業費を控除した額に

収入積立保険料、満期返戻金、支払備金繰入額、責任準備金繰入額などを加減した保険引受利益は、
前年同期に比べて52億円減少し、13億円のマイナスとなりました。

経常利益、税引後の中間純利益
経常収益から経常費用を差し引いた経常利益は410億円となりました。

これに特別利益、特別損失、法人税及び住民税並びに法人税等調整額を加減した中間純利益は、
前年同期に比べて57億円減少し、280億円となりました。

経常収益
保険引受収益が7,989億円、資産運用収益が552億円、
その他経常収益が30億円となり、これらを合計した経
常収益は8,573億円となりました。

経常費用
保険引受費用が7,032億円、資産運用費用が71億円、
営業費及び一般管理費が1,048億円、その他経常費用
が10億円となった結果、8,163億円となりました。

第90期 第91期科　目 （平成18年9月30日現在）（平成19年9月30日現在）

資産の部

現金及び預貯金

コールローン

買入金銭債権

金銭の信託

有価証券

貸付金

有形固定資産

無形固定資産

その他資産

支払承諾見返

貸倒引当金

資産の部合計

負債の部

保険契約準備金

社債

その他負債

退職給付引当金

役員退職慰労引当金

賞与引当金

価格変動準備金

繰延税金負債

支払承諾

負債の部合計

純資産の部

株主資本

資本金

資本剰余金

利益剰余金

自己株式

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

繰延ヘッジ損益

純資産の部合計

負債及び純資産の部合計

164,962 

21,500 

85,328 

58,954 

6,115,243 

772,719 

241,447 

3,548 

314,215 

9,251 

△ 5,177 

7,781,993 

4,695,272 

99,999 

217,165 

77,480 

2,832

8,179 

27,291 

508,187 

9,251 

5,645,659 

753,188 

139,595 

93,149 

611,968 

△ 91,524 

1,383,145 

1,388,139 

△ 4,994 

2,136,334 

7,781,993 

149,352 

28,600 

77,377

54,760

5,801,348 

769,855

237,208 

3,075 

286,999 

10,157 

△ 7,823 

7,410,910 

4,639,195 

99,997

174,387

79,564

—

8,034

24,262 

425,640 

10,157 

5,461,240 

737,347 

139,595 

93,134 

582,217 

△ 77,600 

1,212,322 

1,216,543 

△ 4,221

1,949,670

7,410,910 

第90期 第91期
科　目 平成18年4月1日から0 平成19年4月1日から0（平成18年9月30日まで） （平成19年9月30日まで）
経常収益

保険引受収益

（うち正味収入保険料）

（うち収入積立保険料）

（うち積立保険料等運用益）

資産運用収益

（うち利息及び配当金収入）

（うち有価証券売却益）

（うち積立保険料等運用益振替）

その他経常収益

経常費用

保険引受費用

（うち正味支払保険金）

（うち損害調査費）

（うち諸手数料及び集金費）

（うち満期返戻金）

資産運用費用

（うち有価証券売却損）

（うち有価証券評価損）

営業費及び一般管理費

その他経常費用

経常利益

特別利益

特別損失

税引前中間純利益

法人税及び住民税

法人税等調整額

中間純利益

中間貸借対照表の要旨
（単位：百万円）

中間損益計算書の要旨
（単位：百万円）

879,040

820,447

(665,694) 

(126,262) 

(28,403) 

55,741

(65,450)

(13,267)

(△ 28,403) 

2,851 

829,944 

721,276 

(372,221) 

(30,111) 

(107,877) 

(175,661) 

5,095 

(2,114) 

(2,149) 

102,807

763 

49,096

2,777

4,844 

47,028 

22,100 

△ 8,949 

33,877 

857,365 

798,978 

(668,626) 

(101,448) 

(28,787) 

55,293 

(70,420) 

(10,882) 

(△ 28,787) 

3,093 

816,302 

703,242 

(381,793) 

(34,959) 

(106,739) 

(145,884) 

7,164 

(965) 

(3,681) 

104,871 

1,023 

41,062 

840 

3,249 

38,654 

16,308 

△ 5,742 

28,087 
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単体財務諸表（損益計算書）単体中間財務諸表の要旨

中間株主資本等変動計算書の要旨
第91期（平成19年4月1日から平成19年9月30日まで） （単位：百万円）

平成19年3月31日残高

中間会計期間中の変動額

任意積立金の積立

剰余金の配当

中間純利益

自己株式の取得

自己株式の処分

株主資本以外の項目の中間会計期間中の変動額（純額）

中間会計期間中の変動額合計

平成19年9月30日残高

139,595

―

139,595

株主資本
利益剰余金

その他利益剰余金

特別積立金等 繰越利益剰余金
資本金

93,138

10

10

93,149

資本剰余金

46,487

―

46,487

利益準備金

422,492

35,000

35,000

457,492

126,189

△ 35,000

△ 11,289

28,087

△ 18,201

107,987

△ 91,142

△ 400

19

△ 381

△ 91,524

自己株式

736,761

―

△ 11,289

28,087

△ 400

29

16,427

753,188

株主資本合計

平成19年3月31日残高

中間会計期間中の変動額

任意積立金の積立

剰余金の配当

中間純利益

自己株式の取得

自己株式の処分

株主資本以外の項目の中間会計期間中の変動額（純額）

中間会計期間中の変動額合計

平成19年9月30日残高

1,395,700

△ 7,560

△ 7,560

1,388,139

評価・換算差額等

その他有価証券
評価差額金

△4,577

△ 416

△ 416

△ 4,994

繰延ヘッジ損益
評価・換算
差額等合計

純資産合計

1,391,123

△ 7,977

△ 7,977

1,383,145

2,127,884

―

△ 11,289

28,087

△ 400

29

△ 7,977

8,449

2,136,334

総資産の構成

ソルベンシー・マージン比率

区分 平成19年9月末現在

（A）ソルベンシー・マージン総額 3,565,875百万円
（B）リスクの合計額 647,205百万円
（C）ソルベンシー・マージン比率［（A）／｛（B）×1／2｝］×100 1,101.9％

◆ソルベンシー・マージン比率とは
損害保険会社は、保険事故発生の際の保険金支払や積立型保険の満期返戻金支払等に備えて準備金を積み立てていますが、巨大災害の発生や、損害保険会社
が保有する資産の大幅な価格下落等、通常の予測を超える危険が発生した場合でも、十分な支払能力を保持しておく必要があります。
こうした「通常の予測を超える危険」を示す「リスクの合計額」（上表の（B））に対する「損害保険会社が保有している資本金・準備金等の支払余力」（すなわちソル
ベンシー・マージン総額：上表の（A））の割合を示す指標として、保険業法等に基づき計算されたのが、「ソルベンシー・マージン比率」（上表の（C））です。

◆損害保険会社が保有している資本金・準備金等の支払余力：ソルベンシー・マージン総額（Ａ）
「損害保険会社が保有している資本金・準備金等の支払余力」とは、損害保険会社の純資産（社外流出予定額等を除く）、諸準備金（価格変動準備金・異常危険準備
金等）、土地の含み益の一部等の総額です。

◆通常の予測を超える危険：リスクの合計額（Ｂ）
「通常の予測を超える危険」とは、次に示す各種の危険の総額です。

①保険引受上の危険（一般保険リスク

及び第三分野保険の保険リスク） ：保険事故の発生率等が通常の予測を超えることにより発生し得る危険（巨大災害に係る危険を除く）。

②予定利率上の危険（予定利率リスク） ：実際の運用利回りが保険料算出時に予定した利回りを下回ることにより発生し得る危険。

③資産運用上の危険（資産運用リスク） ：保有する有価証券等の資産の価格が通常の予測を超えて変動することにより発生し得る危険等。

④経営管理上の危険（経営管理リスク） ：業務の運営上通常の予測を超えて発生し得る危険で上記①～③及び⑤以外のもの。

⑤巨大災害に係る危険（巨大災害リスク）：通常の予測を超える巨大災害（関東大震災や伊勢湾台風相当）により発生し得る危険。

ソルベンシー・マージン比率は、行政当局が保険会社を監督する際に活用する客観的な判断指標のひとつですが、
その数値が200％以上であれば「保険金等の支払能力の充実の状況が適当である」とされています。

貸付金
7,727億円／9.9％

有形固定資産
2,414億円／3.1％

現金及び預貯金
1,649億円／2.1％

金銭の信託
589億円／0.8％

有価証券
61,152億円／78.6％

その他
4,286億円／5.5％

合　計

77,819
億円

総資産は前期末に比べて372億円増加

し､7兆7,819億円となりました｡このうち､

有価証券､貸付金などの運用資産は､前

期末に比べて229億円増加し､7兆4,247

億円となりました｡

※上記の金額及び数値は、保険業法施行規則第86条及び第87条並びに平成8年大蔵省告示第50号の規定に基づいて算出しています。
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北海道本部
札幌支店
北海道北支店
北海道東支店
北海道南支店

東北本部
仙台支店
青森支店
岩手支店
秋田支店
山形支店
福島支店

関東甲信越本部
茨城支店
栃木支店
群馬支店
新潟支店
山梨支店
長野支店

千葉埼玉本部
埼玉支店
埼玉西支店
千葉支店
千葉北支店

東京本部
東京中央支店
新宿支店
東京東支店
渋谷支店
東京西支店

東京企業第一本部
東京企業第二本部
東京自動車本部

神奈川静岡本部
横浜支店
神奈川西支店
静岡支店
浜松支店

北陸本部
金沢支店
富山支店
福井支店

中部本部
愛知北支店
愛知南支店
愛知東支店
岐阜支店
三重支店

名古屋企業本部

関西本部
大阪中央支店
大阪南支店
大阪北支店
堺支店
奈良支店
和歌山支店
滋賀支店
京都支店
神戸支店
姫路支店

大阪企業本部
関西自動車本部

中国本部
広島支店
岡山支店
山陰支店
山口支店

四国本部
高松支店
徳島支店
愛媛支店
高知支店

九州本部
福岡支店
北九州支店
佐賀支店
長崎支店
熊本支店
大分支店
宮崎支店
鹿児島支店
沖縄支店

自動車営業推進本部
金融公務営業推進本部

〈主要都市〉

アジア
ハノイ・ホーチミン・ソウル・
ヤンゴン・ニューデリー・
チェンナイ・クアラルンプール・
ラブアン・シンガポール・
ジャカルタ・バンコク・マニラ・
プノンペン・北京・広州・
深M・大連・成都・天津・
蘇州・杭州・青島・上海・
香港・台北・高雄・陽明

オセアニア
シドニー・メルボルン・
オークランド・
ポートモレスビー

北米
ニューヨーク・ウォーレン・
ロサンゼルス・
サンフランシスコ・
アトランタ・
シンシナティ・デトロイト・
シカゴ・トロント・
ハミルトン

中南米
メキシコシティ・
パナマシティ・サンパウロ・
ブエノスアイレス・ボゴタ・
リマ

ヨーロッパ
ロンドン・ダービー・
ダブリン・デュッセルドルフ・
パリ・ブリュッセル・
アムステルダム・ミラノ・
マドリード・プラハ・
モスクワ・
サンクトペテルブルグ

中近東
アルコバール・
アブダビ・
ドバイ

国　内

海　外

営業ネットワーク
本部 20
営業部支店 132
営業拠点数 710

損害サービスネットワーク
部支店 26
損害サービス拠点数 277

※上記は営業本部、支店について
のみ掲載しています。

※海外事務所には海外現地法人傘下の支店および事務所を含みます。

海外ネットワーク

海外現地法人（子会社/関連会社）56
海外支店/総事務所 5
海外事務所 288※

ネットワーク
（平成19年10月31日現在）

取締役会長
取締役社長
取 締 役
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役　　員 （平成19年10月1日現在）

社名 三井住友海上火災保険株式会社

本店所在地 東京都中央区新川二丁目27番2号

設立 大正7年（1918年）10月21日

資本金 1,395億9,552万円

代理店数 50,345店（国内）

従業員数 14,191名

会社概要／役員


